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1．問題の所在－－大学入学者選抜における研
究開発と制度策定の問題
大学入学者選抜制度は，選抜の結果が個人の処遇や

人生を大きく左右するものであるが故に，細心の注意

を払って策定されるべき類のものであり，その選抜の

実施にあたっては，高等学校の進路指導担当者から大

学側の入学者選抜関係者に至るまで，多数の関係者の

非常な労苦が注がれている．更に最近では，1993（平

成5）年9月に出された大学審議会報告『大学入試の

改善に関する審議のまとめ』において，「各大学にお

いては，入学後の学習状況の追跡調査等を含む入試関

連業務を行う入試担当部門の整備充実や，入試に関す

る専門家の育成を図ることが必要である」1）と謳われ

て以降事態は動き，具体的に，1997（平成9）年6月

の中央教育審議会（以下，「中教審」と略記）答申『21

世紀を展望した我が国の教育の在り方について』にお

いて，「アドミッション・オフィスの整備」が提言さ

れ 2），実際に，1999（平成11）年から国立大学におい

て東北大学・筑波大学・九州大学にアドミッション・

オフィスが設置されたことを皮切りに，こうした研究

開発の立場から各大学の選抜制度策定に一層の役割を

担うことが期待されている．

だが，我々は，何を根拠
0 0 0 0

にこうした研究開発を行い，

合理的な
0 0 0 0

選抜制度策定の展望を抱いていけばよいので

あろうか．そもそも大学入学者選抜制度が，毎年文部

科学省高等教育局長名で通達される『大学入学者選抜

実施要項』に依拠しなければならない状況を踏まえれ

ば，そこで示された原理原則がこうした研究開発の指

針と成りうると考えて良いのかも知れない．『大学入

学者選抜実施要項』を通史的に概観した木村・倉元 3）

によれば，戦後直後から中教審答申『今後における学

校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策につい

て』（以下，通称である「46答申」と略記，1971［昭和

46］年6月1日付答申）以前の大学入学者選抜制度に

おいて貫かれていた原理原則は，過去・現在・未来の

パフォーマンスを等価値に総合して判定するという，

「エドミストンの三原則」であった．それは，戦争終

了直前の昭和19年度より大学入学者選抜が内申書と

簡単な面接試問のみで行われていた 4）ことを連合国軍

最高司令官総司令部（GHQ）が〈非民主的〉だと見

なしたが故に，その専門部局であった民間情報教育局

（CIE）所属のエドミストン博士によって，①進学適

性検査の成績（受検者の将来の傾向），②最終三カ年

の成績（受験生の過去の成績），③学力検査の成績（受

験生の現在の理解力）を等価値として扱うよう提言さ

れたものであった．実際には，大学側が進学適性検査

の成績を活用することに積極的ではなく，僅か8年で

実質廃止となったが，この「三原則」から見れば，以

後の大学入学者選抜制度改革は，能研テストにおける

進学適性能力テストの復活が未来のパフォーマンス指

標の重視であり，能研テストの失敗後，高校調査書の

活用が盛んに叫ばれたことが過去のパフォーマンス指

標の重視であるなど，この「三原則」の何れかに力点

を置きかえるかのバリエーションがそのまま制度改革

の目玉として取り上げられた過程であると総括できる

のである．
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一方で，この米国側の観点から〈民主的〉とされた

大学入学者選抜の原理原則は，46答申を挟んで「日

本型」に転換していくこととなる．即ち，46答申の

中間報告において，明治以降の入学者選抜制度史を回

顧した上で，「入学者選抜方法については，…一定の

発展の方向はなく，常に『公平性の確保』『適切な能力

の判定』『下級学校への悪影響の排除』という原則のい

ずれに重きをおくべきかという試行錯誤の繰り返しで

あったということができる」5）と述べられて以降，『大

学入学者選抜実施要項』の冒頭に記載された大学入学

者選抜の基本方針は，この三点を骨子とすることとな

り，現在に至るまで大筋で変更されていない．こうし

た三原則を，先の「エドミストンの三原則」と比して，

「日本型大学入学者選抜制度の三原則」（以下，「日本型

三原則」と略記）と呼ぶこととする．例えば，2005（平

成17）年5月26日に出された，『平成18年度大学入学

者選抜実施要項』「第1　基本方針」の冒頭の一文には，

この「日本型三原則」が盛り込まれている．

大学入学者の選抜は，大学教育を受けるにふさわしい能力

と資質を多面的に判定し，公正かつ妥当な方法で選抜する

よう実施するとともに，入学者の選抜のために高等学校

（中等教育学校の後期課程を含む．以下同じ．）の教育を乱

すことのないよう配慮するものとする 6）．

こうした大学入学者選抜の原理原則の変遷を踏まえ

て入学者選抜研究を回顧したとき，妥当性基準を大学

学業成績に置く予測的妥当性の研究にのみ戦後暫くの

研究開発が焦点を当てていたという荒井が指摘した事

実 7）も，過去・現在・未来のパフォーマンス指標の何

れか，或いは，如何なる総合が大学学業成績の予測的

妥当性を担保するかに，制度の合理的な説明が求めら

れていたことを勘案すれば，なるほど説得的な理由が

付与されたこととなろう．

だが一方で，46答申を境に，過去・現在・未来の3

つのパフォーマンス指標の予測的妥当性が，「日本型

三原則」の中で，「適切な能力の判定」の一原則へと

縮減され，何故「公平性の確保」や「下級学校への各

影響の排除」といった，他の二つの原則を必要としな

ければならなかったかは，残された疑問となってこよ

う．そこで，本稿では，46答申以後からAO入試の開

始に至るまでの戦後大学入学者選抜における制度改革

に対象を限定し，上記の問いに対する回答を付すこと

を初発の目的とする．勿論，大学入学者選抜制度自体

が『大学入学者選抜実施要項』の「基本方針」に従い，

そうした方針が上述のように研究開発に少なからず影

響を与えてきたことを勘案すれば，本稿の論点は，入

学者選抜制度が如何なる研究開発でもって制度の合理
0 0

的な説明
0 0 0 0

を担保していけばよいのかに行き着くであろ

う．更に，本稿が最終的に目的とするのは，こうした

考察を踏まえた上で，以後の大学入学者選抜に関する

研究開発の指針及び制度策定に際する着眼点を提供す

ることである．最後に，東北大学のAO入試を例に取

り，如何なる研究開発が行われ，如何に制度の合理的
0 0 0

な説明
0 0 0

を担保しているのかについて概観していく．

2．46答申における共通テスト構想の「破綻」
と共通第1次学力テストの開始に至るまでの
議論

2．1．46答申の共通テスト構想
答申前文で，「明治初年と第2次世界大戦後の激動

期」に経験した2度の「教育制度の根本的な改革」に

続く，「第3の教育改革」と宣言した，46答申が出さ

れた当時の大学入学者選抜を巡る状況は，戦前までの

エリート選抜からマス選抜への移行期であったが故

に，その構造変革が求められているというものであっ

た．具体的に言えば，戦後に生まれたベビーブーム世

代の大学進学が始まり，実質的な大学入学志願者と大

学入学者定員の齟齬が生まれ，大学入学者選抜におい

て激烈な競争を生み出していた．その結果，46答申

自体の説明によれば，「特定の大学に希望者が集中し，

能力の接近した者をしいて区別するための試験を行

う」8）ために大学入学者選抜において難問奇問が頻出

し，そうした特異な「選抜に合格することだけを目的

とした特別な学習」9）が下級学校で盛んに行われてい

たのである．

こうした状況を改善し，健全な下級学校の日常を取

り戻すために，入学者選抜において高等学校での学業

成績の記録である調査書を重視すべきであるという議

論が，主に現場高校から起こってきた．具体的には，

1965（昭和40）年2月1日に行われた全国高等学校長

協会の『「後期中等教育の在り方」に関する意見書』



─17─

において，「調査書を重視するようにしたい」との要

望が出され 10），翌1966（昭和41）年1月24日に行われ

た全国高等学校長協会全国理事会の『大学進学制度改

善に関する申し合わせ』では，「競争を原理とした『排

除試験』ではなく，能力適性を原理とした『指導に重

点を置く方策』」への転換が唱えられ，「大学入試に関

する調査書様式の改善を機とし，その妥当性と信頼度

を高めるためにいっそうの研究と協力体制を確立する

こと」が謳われた 11）．また，こうした現場高校の見解

に，財団法人大学基準協会も一定の留保を置きながら

も，1965（昭和40）年3月18日に出された入試制度研

究分科会の『大学入学試験に関する中間報告』におい

て，「入学試験の成績のみで能力を判定することは必

ずしも常に万全であるとは言い得ない．大学は入学者

選抜に当たっての出身高等学校の内申書の活用，並び

にこれを入学後のガイダンスに利用する方法等につい

て，十分考究する必要がある」12）と表明し，全国高等

学校長協会の見解に続いたのである．

こうした現場高校の見解に強烈にプッシュされる形

で行われた46答申の入学者選抜改革は，先の「日本

型三原則」に当てはめれば，「下級学校への悪影響の

排除」に分類されるものの1つであった．また，「エ

ドミストンの三原則」の観点から見れば，能研テスト

の失敗が現在と未来のパフォーマンス指標での選抜の

行き詰まりを露呈したという意味において，最後に唯

一残された改革の手掛かりとして，過去のパフォー

マンス指標に着目したのは，当然の帰結であったと言

えよう．46答申で示された「大学入学者選抜制度の

改善の方向」は次の通りである 13）．

（1）高等学校の学習成果を公正に表示する調査書を選抜の基礎

資料とすること．

（2）広域的な共通テストを開発し，高等学校間の評価水準の格

差を補正するための方法として利用すること．

（3）大学側が必要とする場合には，進学しようする専門分野に

おいて特に重視される特定の能力についてテストを行い，ま

たは論文テストや面接を行ってそれらの結果を総合的な判定

の資料に加えること．

一方で，46答申の「大学入学者選抜制度の改善の

方向」で示された，「高等学校間の評価水準を補正す

るため」の共通テスト構想は，その実，1968（昭和

43）年度で終了した，能研テストの構想を復活させる

ものでもあった．というのも，1967（昭和42）年5月

30日に文部省から出された『大学入学者選抜資料に

関する各種の判定資料の利用について』では，能研学

力テストの各高校の平均点を，高校の成績段階別に例

示した（表1）上で，こうした資料を参考に，「学校

差を補正して，調査書を選抜の判定資料に利用しよう

とする場合には，各個人の高等学校の成績段階を，共

通な能研テストによるその学校の平均点で置き換える

のも一つの方法であろう」14）と述べているからであ

る．そもそも，能研学力テストは，1963（昭和38）年

1月28日に出された中教審答申『大学教育の改善につ

いて（答申）』の中で，「高等学校における…志望者の

学習到達度および進学適性について，信頼度の高い結

果をうる方法を検討，確立し，この方法により，共通

的，客観的なテストを適切に実施することとなる」と

述べられた，前者を受けて誕生した共通テストであっ

た．よって，46答申の共通テスト構想とは，この能

研学力テストの構想を引き継ぎ，「高等学校の学習成

果を公正に表示する調査書」を「選抜の基礎資料」と

し，「高等学校における学習到達度」を測るテストの

平均点でもって，補正するというものであった．

だが，46答申で「調査書を選抜の基礎資料とする」

という結論を導いたのは，調査書の中に「高等学校の

表1　各高校における能研学力テストと評定平均値との対応関係

高校の 
成績段階

能研学力テストの各高校平均点
A高校 B高校 C高校 D高校 E高校 F高校 G高校 H高校 I高校 J高校

4.51-5.0 64 64 64 63 63 62 62 61 - 59
4.01-4.5 62 59 58 62 58 58 58 60 60 57
3.51-4.0 59 56 57 60 59 55 54 57 57 55
3.01-3.5 55 59 54 58 55 - 52 53 51 54
備考）高校成績は，国語・社会・数学・理科・英語の評定の平均値を示し，能研学力テストの成績もそれらの教科の得点の平均値
を示す．
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学習成果が公正に表示されている」というよりもむし

ろ，「入試の成績より高校の調査書の方が大学入学後

の成績との相関度が高い」ことが追跡調査の結果に

よって科学的に論証された
0 0 0 0 0 0 0 0 0

ことに依るところが大き

い 15）．そもそも，選抜場面において追跡調査で算出さ

れた相関係数の解釈には注意が必要である 16）という

ことは，46答申が出された1971（昭和46）年までに

は既に知られていた話であり，その結果と解釈には疑

念を抱く余地が存在する 17）．即ち，大学入学後の成績

が必然的に入学者のものしか存在しないことから，選

抜資料として合否の判定に用いられる入試成績と大学

入学後の成績との相関係数は相対的に低く算出され，

高校調査書成績と大学入学後の成績との相関係数は相

対的に高く算出される傾向がある，という「選抜効果」

の問題である．

2．2．共通第1次学力試験の開始
結局，46答申で謳われた「高等学校間の評価水準

の格差を補正する」ための共通テスト構想は，1979（昭

和54）年1月からの共通第1次学力試験（以下，「共

通1次試験」と略記）として実施されたように，その

開始に至るまでの議論の中で放棄されていくこととな

る．ただ，大学入学者選抜における46答申で述べら

れた問題が解決したわけではなく，難問奇問の出題は

受験生にとって依然として悩みの種であったことか

ら，「高等学校間の評価水準の格差を補正する」構想

は放棄されたものの，一方で，能研学力テストに込め

られた「高等学校における学習到達度」を評価すると

いった構想は保持され，結果として，共通1次試験と

いう形で再び実施に移されたのであった．

以上の議論の推移を確認すれば次の通りである．ま

ず，国立大学協会（以下，「国大協」と略記）の入学

者選抜制度に関して議論する第2常置委員会が，1969

（昭和44）年11月から翌年6月まで3回にわたり，当

時高校課程の学力を測る共通テストの実施を主張して

いた，東京大学入試制度調査委員会と意見交換を行っ

ている 18）．その東京大学入試制度調査委員会は，46

答申中間報告の発表される丁度2週間前である，1970

（昭和45）年6月16日に発表した『入学試験の改善に

関する答申』の添付書類『審議経過報告書』の中で，

調査書評定の学校間格差を補正するための共通テスト

構想の大前提
0 0 0

であった，進学適性検査と能研テストの

追跡調査結果に疑義を投げかけている．

特に本学の場合，一部で伝えられる『入試の成績より高校の

調査書の方が大学入学後の成績との相関度が高い』という

データはまだ十分に説明されるに至っておらず，また現在仮

にこのようなデータが得られるにしても『調査書重視』が実

施される場合には事情が変化しないという保証はない19）．

その後，1970（昭和45）年7月から11月にかけて数

回にわたって第2常置委員会が開かれ，全国立大学共

通第1次試験についての基本的な意見交換と問題点の

指摘が行われ 20），この会合を受けて，1971（昭和46）

年2月に出された国大協の『會報』の中で，当時国大

協の副会長及び入試特別委員会委員長を務めた，第

18代京都大学総長（S44. 12. 16～ S48. 12. 15在任）の

前田敏男は，調査書補正のための共通テスト構想が学

校間補正としても個人間補正としても成り立ち得ない

構想であると結論づけたのであった 21）．また，この論

文も46答申の最終答申（6月1日発表）に先んじるも

のであった．

それによれば，同じ学校の調査書得点を，共通テス

トの学校平均点によって補正しようとする場合，誰か

一人でも低得点を取ってしまえば，その学校の平均点

が下がってしまう．その平均点によって，調査書得点

の相対的位置づけが決定されてしまうとすれば，最終

の大学入学者選抜に利用される得点において，共通テ

スト一発勝負の意味合いを打ち消すことができず，結

果，46答申の謳った「高校の学業成績の重視」とい

う本来の目的からも外れてしまう．また同時に，こう

した補正が成り立つためには，同一学校内の調査書の

得点差が，共通テストでの得点差と1対1の関係で対

応していることが条件として必要とされる．しかし，

そのような状況を想定することは非現実的
0 0 0 0

であり，結

局各学校で個人間格差の補正を施す何らかの変換が更

に必要となる．しかし，仮に何かしらの曲線を当ては

めて補正を行うとしても，先程の結論と同様，結局共

通テストで何点とったのかということに依存する格好

となるので，何れにせよ，必然的に，調査書重視には

なり得ない，それならばいっそのこと「高等学校の学

習到達度」を測る共通テストを行った方がよいのでは
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ないかと言うのである．

つまり，「日本型三原則」から述べれば，このことは，

入学者選抜に関わるどの立場の人間が抱く「公平性」

を如何に「確保」しているのか，何を「適切な能力」

と定めて現実的に
0 0 0 0

評価していくのか，如何に「下級学

校への悪影響」を防ぐのか，という問いの帰結に他な

らない．先に挙げた表1を見れば即座に分かるように，

各学校の成績段階で上位のグループにあるものがそれ

より下位のグループの共通テストの点数より低いこと

が起きる可能性が十分にある．こうした「チームワー

ク」の悪いグループにいた受験生は不利益を被る
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ので

あり，彼らの「公平性」は著しく「確保」されないの

である．また，「高等学校の調査書」を補正すること

が技術的に困難であり，仮に行えたとしても，結局は，

補正のために行った共通テストの成績に進学成績が大

きく依存することになるので，「大学入学後の成績」

ではなく「高等学校の学習到達度」が「適切な能力」

と判断されたのであり，それを判定するのは，前者を

最もよく予測すると科学的に
0 0 0 0

言われた高校調査書では

なく，「高等学校の学習到達度」を測る共通テストの

成績で行うと現実的に
0 0 0 0

判断されたのである．更に，

1977（昭和52）年3月の国大協入試改善調査委員会が

『国立大学入試改善報告書』で述べたように，こうし

た共通テストが「高校教育を損なうような問題を避け

ることができ，その結果として，従来批判されてきた

ような不適当な問題やいわゆる難問奇問はなくなり，

或いは，受験技術的な問題もなくなるであろう．つま

り，大学入試が高等学校を予備校化するきらいがある

というそしりをまぬかれ得ることになると思われる」22）

という「下級学校への悪影響」に対する効果が期待さ

れていたのである．

こうした国大協の議論を受けて，調査書得点の学校

間格差も個人間格差も補正しない代わりに，「高等学

校での学習到達度」を問う全国一斉の共通テストで，

高等学校の調査書成績の代用をするといった現実的な
0 0 0 0

選択
0 0

で決着を付けたのが，所謂，共通1次試験の開始

であった．このことは，1972（昭和47）年9月14日に

国大協が出した『全国共通第1次試験に関するまとめ』

において，共通1次試験を「高校における学習の達成

の程度の評価」と位置づけていることに非常によく現

れている 23）．翌1973（昭和48）年4月からは，入試改

善調査委員会が組織され，共通一次試験のプリテスト

にあたる国立大学入試改善調査研究が，1976（昭和

51）年度まで行われ，1977（昭和52）年5月に大学入

試センターが設置され，1979（昭和54）年1月13・14

日の両日を第一回目として，共通一次試験が開始され

ることとなった 24）．

3．AO入試の開始とアドミッション・オフィ
スの整備
共通1次試験の開始という現実的な決着以後，何れ

かの成績指標の予測的妥当性を追跡調査によって立証

することで入学者選抜制度の合理的な説明を担保しよ

うとする研究開発は下火になったかのように思われた

が，AO入試の開始とアドミッション・オフィスの整

備によって，現在，こうした研究開発が再び数多く行

われる事態を迎えている．その端緒となった，1991（平

成3）年4月の中教審答申『新しい時代に対応する教

育改革』で示された，大学入学者選抜改革の3つの方

向性は，次の通りであった．

ア）できるだけヴァラエティに富んだ個性や才能を発掘，

選抜するため，点数絶対主義にとらわれない多元的な評

価方法を開発する．

イ）少数の有力大学を頂点として大学全体が序列化される

のではなく，多くの大学が，教育・研究において，特色

を発揮し，競い合い，多選択型競争を促す構造，即ち多

峰型のシステムになる方向性を目指す．

ウ）入試に関する情報を広く公開する 26）．

こうした提言を受けて，1993（平成5）年9月の大

学審議会報告『大学入試の改善に関する審議のまとめ』

では，「各大学においては，評価尺度の多元化・複数

化し，受験生の能力・適性等を多面的かつ丁寧に判定

する方向で，高等学校から提出される調査書や学力検

査，面接，小論文，実技検査等を適切に組み合わせて

実施する」ことが謳われ，そうした選抜を経て大学に

入学した人材によって多峰型の大学システムの形成を

促し，ひいては「大学の個性化・多様化，教育研究の

高度化・活性化に資する」という論
ロジック

理が展開されたの

であった．こうした構想の出発点である「評価尺度の

多元化・複数化」を実行していくために，「大学入試
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関連の調査研究機能等の充実強化」を図ることが，現

在各大学の喫緊の課題となっている 26）．その後，1997

（平成9）年6月に出された中教審答申『21世紀を展望

した我が国の教育の在り方について』の中で，「大学

入学者選抜において，これまで必ずしも重要視されて

こなかった高等学校の調査書の活用の在り方について

検討する必要がある」として調査書重視が再び明確化

され，「選抜方法の多様化や評価尺度の多元化，特に，

総合的かつ多面的な評価を重視するなどの丁寧な入学

者選抜を行ったり，調査書重視など初等中等教育の改

善の方向を尊重した入学者選抜の改善を進めるため」

の「実施体制の整備」として，「アドミッション・オ

フィスの整備」が謳われたのは冒頭でも述べたとおり

である 27）．また，1999（平成11）年12月の中教審答

申『初等中等教育と高等教育との接続の改善について』

や，2000（平成12）年11月の大学審議会答申『大学

入試の改善について』において，「調査書等，高等学

校の評価を一層活用していくこと」が謳われ続けるな

ど，「総合的かつ多面的な評価」の掛け声のもと，90

年代以降一貫して調査書重視
0 0 0 0 0

が再び謳われ，各大学に

設けられた入学者選抜方法研究委員会やアドミッ

ション・オフィスを中心として，大学入学者選抜にお

いて調査書に代表される各種選抜資料の予測的妥当性

研究の一層の充実を求められた感があるのがより最近

の状況となろう．また，前者の中教審答申に盛り込ま

れた，「各大学（学部・学科）は，その教育理念，教

育目的，教育課程の特色等に応じた多様で確固とし

た，特色ある入学者受入方針（アドミッション・ポリ

シー）の確立を目指すべきであり，入学者選抜方法も

この受入方針に沿って設計すべきである」28）といった

記述は，各大学が，入学者受入方針（アドミッション・

ポリシー）を個別に定め，と同時にそれに応じた合理
0 0

的な
0 0

選抜方法を，何らかの研究開発の元で設計しなけ

ればならない事態をも生じさせている．

だが，こうした大学入学者選抜制度は何をもってそ

の制度が合理的である
0 0 0 0 0 0

とされるのであろうか．46答

申で根拠とされた追跡調査と同様に，「入試の成績よ

り高校の調査書の方が大学入学後の成績との相関度が

高い」ことをもって，ある入学者選抜制度が合理的で
0 0 0 0

ある
0 0

とするのであれば，ここ何十年もの間かけて辿っ

てきた日本の大学入学者選抜制度はまた振り出しに戻

り，再び同じ経緯を辿りだすこととなろう．勿論，例

え，再びこうした追跡調査に明け暮れたとしても，「選

抜効果」という入学者選抜特有のデータ構造故に，「入

試の成績より高校の調査書の方が大学入学後の成績と

の相関度が高い」という確実な担保
0 0 0 0 0

を取ることは，技

術的に殆ど不可能に近いことは言うまでもない．それ

は，選抜に直接用いられなかった他の成績指標でも事

態は同じである．更に言えば，そもそも相関係数を

もって成績資料の予測的妥当性を判断するといったこ

と自体に，どの程度の信憑性が込められているのであ

ろうか，ということも真剣に議論しなければならな

い 29）．逆説的ではあるが，入学試験の成績席次が大学

入学後の成績席次と仮に全く変わらないとすれば，そ

うした追跡調査の結果が大学教育課程そのものの無力

さを指し示している，と考える方が適当なのかもしれ

ない．

何れにせよ，本稿がここまでで確認してきたこと

は，何れの成績指標が大学入学後の学業成績を正しく

予測するものであるのかを判断するための追跡調査を

行うことによって，自身が定めた制度の合理的な説明
0 0 0 0 0 0

を担保することに失敗してきた
0 0 0 0 0 0

戦後大学入学者選抜制

度の歴史であった．更に，46答申以後の歴史は，「日

本型三原則」と本稿が呼ぶところの，「公平性の確保」

「適切な能力の判定」「下級学校の悪影響の排除」から

導き出される問い，即ち，入学者選抜に関わるどの立

場の人間が抱く「公平性」を如何に「確保」して，「下

級学校への悪影響」を如何に「排除」するかの考慮が，

現実的に
0 0 0 0

「適切な能力」が何であるかを自ずと決定し

ていき，そうすることで合理的な
0 0 0 0

大学入学者選抜制度

を策定してきた過程であったと総括できるのである．

よって，46答申まで絶対とされた「エドミストンの

三原則」の各成績指標－－即ち，高校調査書・学力試

験・適性試験－－が46答申を挟んで「適切な能力の

判定」に縮減されて盛り込まれるようになり，その他

の二つの原則－－「公平性の確保」「下級学校への悪影

響の排除」－－が大学入学者選抜の策定に際しての最

重要の決定要因とされたのである．このことは，各大

学がアドミッション・ポリシーを策定し，具体的な大

学入学者選抜を設計する際に十分考慮しておかねばな
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らない歴史事実となろう．

4．東北大学のAO入試と研究開発の状況
4．1．東北大学AO入試－－「AO入試」＝「幅広い
個性」「才能」「熱意と意欲」×「基礎学力」
東北大学にAO入試が導入されたのは，2000（平成

12年）度入学者選抜からである．AO入試には，Ⅰ期

からⅣ期まであり，Ⅰ期が社会人を募集するもの，Ⅱ

期が従来の推薦入学Ⅰに当たるものでセンター試験を

課さないもの，Ⅲ期が従来の推薦入学Ⅱに当たるもの

でセンター試験も選抜資料に含むもの，Ⅳ期が帰国子

女と私費留学生を募集するもの（10月入学）である 30）．

開始当初は，工学部（Ⅰ期・Ⅱ期・Ⅲ期・Ⅳ期）と歯

学部（Ⅲ期）のみであったが，2001（平成13）年度よ

り理学部（Ⅱ期）で，2002（平成14）年度より法学部

（Ⅱ期）で，2006（平成18）年度より経済学部（Ⅲ期）

でAO入試が導入されている．『平成18年度（2006年

度）入学者選抜要項』によれば，「入学者選抜方針（ア

ドミッション・ポリシー）」の冒頭で，「創立以来の個

性的伝統を基礎に，世界のトップクラスの研究大学と

して，人間性を尊重した科学技術の開発，倫理に根ざ

した政治経済社会の構築，自然環境との共生という

21世紀の人間社会の課題に大きく貢献します」と宣

言する東北大学は，何より「国際的な研究成果を多数

生みだし，先端的研究と教育を一体として進める」「研

究大学」を標榜している 31）．よって，東北大学は，「そ

れに応じた独自のAO入試のコンセプト」32）を保持し

ており，それは，「大学教育に必要な基礎学力をもっ

ていること，そのことを大前提として，プラスアル

ファとして旺盛な勉学意欲などをもっていることを受

験生に求め，それらが本学の学生にふさわしいレベル

に達しているかどうかを評価しようというのが，基本

方針」33）なのである．例えば，工学部は，「AO入試」

＝「幅広い個性」「才能」「熱意と意欲」×「基礎学力」と

表現し，評価のポイントを，II期の「提出書類」では

「学業成績・活動報告・意欲など」，「小論文」では「論

理的思考能力・理数系の基礎的理解度・英文読解力・

独創性など」，「面接試問」では「科学技術に関する基

礎知識・コミュニケーション能力・熱意など」に置く

とし，Ⅲ期の「提出書類」では「勉学状況など」，「小

論文」では「論理的思考力・英文読解力など」，「面接

試問」では「コミュニケーション能力・熱意など」に

置くと明記している 34）．

言うまでもなく，東北大学にただ入ることだけが目

的となってしまったならば，幾ら「大学教育に必要な

基礎学力」をもった学生であったとしても，入学して

からの成果が十分に見込めるとは限らない．同様に，

自分の「熱意と意欲」などにそぐわない学部に，学業

成績のレベルのみで判断して入学したとしたら，入学

後に勉学意欲の低下を招くことは必然である．「大学

教育に必要な基礎学力」は，入学後の研究に必ず役立

つことは言うまでもないが，そこからの「幅広い個性」

「才能」「熱意と意欲」でもって「国際的な研究成果を

多数生みだし，先端的研究と教育を一体として進め

る」「研究大学」の一員になれるかが，入学後に問われ

ていくのである．それらを「支える確かな力を養うこ

と」こそ，「何にも代え難い財産」だと捉えて 35），東

北大学のAO入試は実施されている．

4．2．現場高校との連携
2006（平成18）年度東北大学AO入試の実施概況は，

表2の通りである．

ここで示された，出願日程・提出書類を1つとった

としても，東北大学側が求めるものと，現場高校側の

事情その両者の摺り合わせ
0 0 0 0 0

によって決められたもので

ある 37）．前者に関して言えば，東北大学のAO入試の

出願期間は原則的に10月の最後の週であるが，この

時期は，丁度，「2期制の高校が期末試験を行った後，

その成績を十分反映させるため」であり，「先生方に

余裕をもって調査書をつけていただくため」に設定さ

れた期間である．また，後者に関して言えば，現場高

校の先生に書いて頂く書類は，「志願者評価書」だけ

であり，図1を見ても明らかなように，その箇所は僅

か6行と少ない．「我々としては，先生方には生徒の

指導に集中して頂きたい．余計な負担はできるだけ掛

けたくない」というのが，東北大学のスタンスであ

る 38）．

一方で，現場高校側との連携は，何もこうした制度

の形式的な部分だけに留まるものではない．AO入試

に関する現場高校側の声を記した次のアンケート解答
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は，注目に値しよう．

今までは，現場には，『学業努力で誰でも道は開かれる』

という公平感があった…『学力によらない入試』という部

分が安易に拡大されれば，高校の現場に学力軽視の風潮が

もたらされかねないので，それだけは絶対に避けたいと思

うのである．確かに，人間の可能性は学力だけで測れるも

のではないが，それを安易に解釈して『好きなことだけを

やっていればいいんだ』という傾向が行き過ぎれば，学力

の偏重や個性のゆがみを助長し，大学卒業生の社会的仕事

能力にも影響を与える結果にもなってしまう 39）．

つまり，こうした記述は，裏を返せば，「学業努力

で誰でも道は開かれる」といった類の受験指導をこれ

まで現場高校の教員は行ってきたし，それが可能で

あった，ということに他ならない．こういった現場高

校の教員のノウハウを無駄にしてしまうことは，大学

にとっても百害あって一利なしである．もっといえ

ば，「学力によらない入試」が，単に受験指導での言

葉を失わせることだけに留まらず，ひいては生活指導

なども含む，日常の高等学校生活全体に対する現場高

校の教員の生徒指導に多大な困難をもたらしかねない

ということである．仮に，こうした結果を招いてしま

うような大学入学者選抜制度を策定してしまえば，現

場高校の教員からの支持が期待できなくなってしまう

が故に，大学側の求める学生が信頼の下に送り出され

るサイクルを絶ってしまうことは必定となろう．逆に

言えば，入学者選抜制度を通して，大学側のスタンス

が問われていることは意識しておかねばならない．

AO入試が現場高校の教員の様々な指導を阻害する原

因をつくってしまう危険性を大学側は常に意識して，

現場高校との連携を密にすることが望まれてこよう．

だが，繰り返すまでもなく，東北大学AO入試は，

「学力重視のAO入試」ということを当初から明言し

ている大学であり，「高校教育の延長線上にある，そ

こで培われているものを大事にしたい」と考えている

大学である．勿論，東北大学の「大学教育に必要な学

力」の育成をこれまで長年にわたって担ってきたのは，

言うまでもなく，現場高校の教員であり，その教員の

ノウハウを充分に生かす制度を策定しようと試みてい

る．それ故に，教員側にはこれまでと同じスタンスで

生徒を指導して貰いながら，「東北大学を受験する東

北大学第一志望という学生さんには，…AOのⅡ期，

Ⅲ期，一般入試の前期，後期を通して，勉強の計画を

立ててください」40）と伝えることが可能となってい

る．こうしたことも，AO入試を媒介とした現場高校

と東北大学の連携の1つの形となっている．

表2　東北大学AO入試の実施概況（平成18年度，Ⅱ期・Ⅲ期のみ）36）

募集人員／ 
入学定員　 浪人生 出願要件 選抜方法 提出書類 出願日程 選抜日程

法学部 
Ⅱ期

20／ 160
（12.5%） 不可 学習成績概評A段階

（1次）
　小論文試験
（2次）
　面接試問

志願理由書
志願者評価書 10.19～25

（1次）
　11.2
（2次）
　11.22

理学部 
Ⅱ期

37／ 324
（11.4%） 不可 学習成績概評A段階 適性試問・

面接試問
志願理由書
志願者評価書 10.24～28 11.21～22

工学部 
Ⅱ期

75／ 810
（9.2%） 不可

学習成績概評A段階，
又は理数科教科の評定平均
値4.5以上かつ全体の評定
平均値4.0以上

小論文試験
面接試問

志願理由書
志願者評価書
活動報告書

10.24～28 11.22～23

経済学部 
Ⅲ期

40／ 260
（15.3%） 可 センター試験

6教科7科目受験 面接試問
志願理由書
志願者評価書
自己評価書

1.25～31 2.11

歯学部 
Ⅲ期

10／ 55
（18.1%） 可 センター試験

5教科7科目受験 面接試問
志願理由書
志願者評価書
活動報告書

1.25～31 2.11～12

工学部 
Ⅲ期

100／ 810 
（12.3%） 可 センター試験

5教科7科目受験
小論文試験・
面接試問

志願理由書
志願者評価書 1.25～31 2.11～12
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図1　平成18年度東北大学工学部AO入試Ⅱ期の志望者評価書
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4．3．東北大学AO入試に関する各種データ
実際に，こうした現場高校側との連携はデータの形

となって如実に現れている．東北大学AO入試におけ

るこれまでの志願者数・合格者数を示したのは表3で

ある．志願者数は，どの学部も総じて大きく上下する

ことともなく推移している．また，新入生を対象に

行ったアンケート調査によると，AO入試不合格者の

中で一般入試等によって最終的に合格した学生の人数

が，年々増加し，平成12年度57人，平成13年度55人，

平成14年度56人，平成15年度63人，平成16年度108

人，平成17年度107人と，平成16年度以降100人の大

台を突破している．これらは，先に示した東北大学

AO入試の意図が，順調に現場高校に浸透してきてい

ることを示している．

また，工学部における合格者の各種選抜資料の成績

と，合格率との関係を示したのが，図2・342）である．

これらをみれば明らかなように，各種選抜資料の成績

が低い受験生が逆転して合格するといった，入学者選

抜の当事者である受験生や彼らを送り出す現場高校の

両者にとって不合理な選抜方法となっていない．東北

大学のAO入試において，現場高校の「見方」との整

合性が取れていることが，現場高校側が東北大学の望

む生徒を信頼して送り出す1つの要因となっているの

かもしれない．図2・3でみられた傾向は，今までの

ところ経年でみても変化しておらず 43），何より，現場

高校の教員が長年培ってきた生徒指導のノウハウを一

切失わせない大学入学者選抜制度であることが明らか

である．

5．結語－－「日本型三原則」から見た大学入学
者選抜における研究開発の新たなパースペク
ティブ
総括すれば，東北大学のAO入試は，「研究大学」

を標榜している自身の教育理念・目的・課程に鑑み，

高等学校で懸命に勉学に励み活動してきた受験生の不
0 0 0 0 0

利益を被らない
0 0 0 0 0 0 0

入学者選抜を行うという意味での「公

平性」を確保し，尚かつ，これまで東北大学の「大学

教育に必要な基礎学力」を育成してきた現場高校の教

員のノウハウを存分に活用することで，「下級学校へ

の悪影響」を排除し，こうした条件の中で醸成される

「大学教育に必要な基礎学力」と，それを「大前提」

とした「プラスアルファの旺盛な勉学意欲」を「適切

な能力」と捉え，「評価」することを行っており，こ

のことは先に示したデータから説明可能となってい

る．

勿論，こうした合理的な
0 0 0 0

大学入学者選抜制度の策定

は，大学入学後の学業成績を妥当性基準として追跡調

査を行い，何れの成績指標が選抜指標として最も妥当

であるか，或いは何れの組み合わせが選抜指標として

最も妥当であるかという研究開発から生じたものでは

決してない．そもそも，大学入学者選抜制度とは何で

あるかを考えるならば，それは，「制度を策定する行

政」「その制度を実施に移す大学」「当事者である受験

生」「その受験生を送り出す現場高校」の4者によって

複合的に成り立っているものである．制度を成り立た

せている，この4者の均衡関係が何らかの拍子で崩れ

たとき，入学者選抜制度は多大な批判を受けその制度

表3　東北大学AO入試の志願者・合格者数（平成12〜 17年度）41）

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
志願者数 合格者数 志願者数 合格者数 志願者数 合格者数 志願者数 合格者数 志願者数 合格者数 志願者数 合格者数

工学
Ⅱ期 168 84 

（75） 164 82 
（75） 144 76 

（75） 169 76 
（75） 144 76 

（75） 183 87 
（75）

Ⅲ期 240 102
（100） 206 103

（100） 228 104
（100） 216 103

（100） 315 113
（100） 279 112

（100）

歯学部Ⅲ期 29 10（10） 32 10 
（10） 22 10 

（10） 31 10 
（10） 25 10 

（10） 9 5 
（10）

理学部Ⅱ期 — — 126 39 
（37） 121 36 

（37） 119 38 
（37） 98 37 

（37） 97 44 
（37）

法学部Ⅱ期 — — — — — — 75 20 
（20） 84 21 

（20） 70 21 
（20）

備考）括弧内は募集定員を示している．
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の合理的な説明
0 0 0 0 0 0

を求められるとすれば，当然必要と

なってくるのは，何でもって大学入学者選抜が適正に
0 0 0

行われている
0 0 0 0 0 0

と考えるのかと言った，この4者が個々

の立場でそれぞれに志向する何らかの「公平性」の摺
0

り合わせ
0 0 0 0

に他ならない．このことは，「日本型三原則」

の「公平性の確保」にすべて収斂されるように思われ

るかもしれないが，当然の事ながら，何を「適切な能

力」と考えるか，如何に「下級学校への悪影響」を排

除するかといった問いの前提にもなっている．また，

こうした問題を考える際には，我々がこれまで受け入

れてきた「日本のテスト文化」44）に関する配慮も重要

な手がかりとなってくるが，何より，「日本型三原則」

自身が，これまでこの4者のせめぎ合いの中で，幾度

も行われてきた明治以降の入学者選抜制度の変遷を回

顧した上で，帰納的に導き出された「日本の大学入学

者選抜文化」のエッセンスなのである．

ここに，「日本型三原則」から導き出された，入学

者選抜における研究開発の新たなパースペクティブが

浮かび上がってくる．つまり，入学者選抜における「公

平性」研究の可能性である．こうした研究の嚆矢とし

ては，既に，林・倉元 45），西郡 46）の研究が存在するが，

今後こうした研究を手がかりに各大学の状況に合わせ

た研究が更に進み，その上で制度策定の展望を抱いて

いくことが期待される．勿論，こうした大学入学者選

抜における研究開発を踏まえた上で，入学者選抜に関

わるどの立場の人間が抱く「公平性」を如何に「確保」

し，高等学校との連携から「下級学校への悪影響」を

如何に「排除」するのかを検討し，その上で，何を「適

切な能力」と捉え，それを如何に「評価」するかを現

実的に決定していくこともアドミッション・オフィス

の重要な仕事となるわけであるが，東北大学の事例で

確認したように，こうした大学入学者選抜は，大学が

定める教育理念や教育目的や教育課程の特色に応じて

確立された「アドミッション・ポリシー」と何ら齟齬

を起こさず策定可能なものである．
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